自主防災組織初動マニュアル（例）
１．地震時の初動体制
　　　地震は、震度５弱を超えると大半の人が恐怖を覚え物につかまりたいと感じる。また震度5強になると棚から物が落ちたり、窓ガラスが割れて落ちることがある。震度6弱以上となるとわずかだが全壊住宅が出始め、震度6強で全壊住宅が急増する。
　　　このように震度によって被害の程度は大きく異なるので、震度を目安に次のとおり自主防災組織の初動体制を定める。震度が確認できない場合は、「（３）震度の目安」により自らが判断することとする。
　　　ただし、全ての防災行動は、自身と家族の安全を確保してから行なうことが大前提であることを事前に区内で合意しておく。
（１）震度５弱の対応（警戒本部設置）
　　　【自主防災会役員と総務情報班】

　　　　　①それぞれが自主的に○○会館へ集合し、地震災害警戒本部を設置する。
　　　　　②総務情報班は、テレビ、インターネット等により情報を収集する。

　　　　　③会長は、避難誘導班に災害時要援護者の安否を確認させる。

　　　　　④被害が発生している場合は、災害対策本部に切り替え各班で対応に当る。

　　　【避難誘導班】

　　　　　①災害時要援護者の安否確認を行う。

　　　　　②必要に応じ、本部へ支援を求める。

　　　【水防消火班、救出救護班、給食給水班の各班員】
　　　　　①各班員は、自宅周辺で被害があった場合は、班長（副班長）へ報告する。

　　　　　②班長からの指示があるまで自宅で待機する。


（２）震度５強以上の対応（対策本部設置）
　　　【自主防災会役員と総務情報班】

　　　　　①それぞれが自主的に○○会館へ集合し、地震災害対策本部を設置する。
　　　　　②会長は、被害状況の把握に努め、各班に指示を出し対応に当らせる。

　　　　　③班長、副班長は、会長の指示により災害対応に当る。

　　　　　④総務情報班は、災害情報を収集し、必要に応じて区民へ伝達する。
　　　　　⑤総務情報班は、区民の安否情報を集約し、随時会長に報告する。
　　　　　⑥総務情報班は、各班から入手した情報を整理し記録する。
【避難誘導班】

　　　　　①災害対策本部に直接参集せず、複数名で隣保単位に集合して、区民（災害時要援護者を含む）の安否確認を行う。
　　　　　②災害時要援護者の個別支援者は、直接担当する要援護者の安否確認を行う。

③可能な限り班長に安否確認着手の連絡をいれ、終了後は結果報告を行う。
　　　　　④安否確認中に火災又は要救助者を発見した場合は、消防署及び災害対策本部に対して消火又は救助を要請し、他者が到着するまで応急対応を行い、他者が到着後は安否確認を継続する。

⑤避難者は安全なところへ待機させておき、安否確認が終了した後、揃って避難所へ移動させる。

　　　【水防消火班】

　　　　　①火災を発見しない限りは、まずは災害対策本部へ集合する。火災を発見した場合は、消防署並びに災害対策本部に連絡を入れた後、現地で消火作業に当る。

②班長の指示により、火災発生現場へ駆けつけ消火作業を行う。
③状況によっては、救出救護班とともに救助活動を行う。

④区民の安否が確認できたら、道路や山の斜面に亀裂等が無いか被害状況を点検し、異常が見られた場合は市に連絡する。
　　　【救出救護班】

　　　　　①家屋倒壊などの被害が見られない場合は、まずは災害対策本部に集合する。

　　　　　②区内をパトロールして、被害状況を把握する。

③班長の指示により、要救助者の救助活動を行う。

④状況によっては、水防消火班とともに消火活動を行う。
　　　【給食給水班】

　　　　　①地震災害の初動時には、避難誘導班とともに区民の安否確認を行う。

（３）震度の目安

	震度
	人の体感・行動
	屋内の状況
	屋外の状況

	４
	歩いている人のほとんどが、揺れを感じる。
	棚にある食器類は音を立てる。
	電線が大きく揺れる。自動車を運転していて、揺れに気付く。

	５弱
	大半の人が、恐怖を覚え、物につかまりたいと感じる。
	棚にある食器類、書棚の本が落ちることがある。固定していない家具が移動することがある
	電柱が揺れるのがわかる。道路に被害が生じる。

	５強
	大半の人が、物につかまらないと歩くことが難しい。
	棚にある食器類、書棚の本で落ちるものが多くなる。固定していない家具が倒れることがある。
	窓ガラスが割れて落ちることがある。補強されていないブロック塀が崩れることがある。

	６弱
	立っていることが困難になる。
	固定していない家具の大半が移動し、倒れるものもある｡
	壁のタイルや窓ガラスが破損、落下することがある。木造の全壊住宅が発生する。（数は少数）

	６強
	立っていることができず、はわないと動くことができない。揺れにほんろうされ、動くこともできず、飛ばされることもある。
	固定していない家具の殆どが移動し、倒れるものが多くなる。
	補強されていないブロック塀のほとんどが崩れる。木造の全壊住宅が急増する。

	７
	
	固定していない家具のほとんどが移動したり倒れたりし、飛ぶこともある｡
	壁のタイルや窓ガラスが破損､落下する建物がさらに多くなる。耐震補強の無い鉄筋コンクリート構造物の多くが崩れる。



（４）地震後に家を離れる場合の注意点

　　　　地震後に家を離れる場合は、必ずガスの元栓を締め、電気のブレーカを落とさなければならない。電気のコードが家具の下敷きになったまま停電が回復すると、火災が発生する可能性が高いので、特に注意が必要。

２．津波地震時の初動体制（海岸沿いの地区）
（１）地震発生直後の行動
　　　　地震が強い揺れで無い場合は、まずテレビ、防災メール、防災アプリ等で津波情報を確認する。津波注意報であれば、自宅で待機し引続き津波等の情報収集を行う。
　　　　津波警報、大津波警報が発表されたら、直ぐに高台に避難を開始する。
　　　

　　　　
（２）強い揺れ、長い揺れがあれば、行政の情報を待たずに避難を開始

　　　　海岸沿いの地域で、立っておれない強い揺れ（震度６弱程度）、又は強い揺れではないけれども１分以上の長い揺れを感じたら、行政の情報を待たずに高台へ避難することが必要。
地震発生が近海であった場合は、津波の到達時間が短いため行政の情報を待って避難を開始すると逃げ遅れる可能性がある。

（３）地震発生から10分以内に避難
　　　　市の地域防災計画では、地震発生から10分で津波の第一波が海岸部に到達することを想定している。したがって、10分以内に高台に避難することが必要。
（４）要援護者の避難

　　　　津波避難は、一刻を争う。そのため、要援護者の避難支援を、遠くに住む者が行うと間に合わないばかりか、支援者自体が津波に巻き込まれる可能性がある。したがって、できるだけ近隣に住む区民が避難支援を行なうよう事前に取決めを行っておく。
（５）津波の発生が無い場合

　　　　立っていられないような大きな揺れを感じたら、とにかく何を差し置いても避難することが必要だが、地震による被害で救助を求める者が取り残される可能性がある。そこで、一旦津波避難場所に避難したら、まず携帯電話などで津波の可能性の有無について調べ、津波警報以上の可能性が無いことが確認できたら、避難場所を離れ、被災者の救助に向かう。

　　　　基本的には、地震の初動対応（震度５強以上の対応）のとおり対応するが、時間がかなり経過しているため、避難誘導班だけでなくより大勢の区民で安否確認を行うこととする。

３．風水害時の初動体制
　　　風水害は、突発的なゲリラ豪雨などは別にして、事前に気象台などから情報が入るとともに、自らもインターネットで各地の降雨量や河川の水位情報等を入手することができるので、地震災害と比べ十分な事前準備が可能ある。
　　　市から発する洪水に係る避難情報（【警戒レベル３】高齢者等避難、【警戒レベル４】避難指示、【警戒レベル５】緊急安全確保）は、国県の直轄河川の堤防決壊を想定し、河川の水位の上昇度合いによって段階的にその危険度を通知するもので、内水氾濫を考慮したものではない。【警戒レベル３】高齢者等避難を発令した段階で、既に内水が溢れ、道路が冠水する可能性もあることを十分理解しておく。

したがって、初動体制は、市からの避難情報だけに頼るのではなく、区独自の基準を設けて対応することが必要。

（１）大雨洪水警戒本部の設置

　　　　自主防災会役員と総務情報班は、次のいずれかがあったときに○○会館に集合し、大雨洪水警戒本部を設置する。
ただし、①と②は自主的に集合し、③ ④ ⑤は会長からの連絡により集合する。
　　　　　①市が災害警戒本部を設置したとき
　　　　　②河川の水位が水防団体待機水位を超え、今後更に上昇すると見込まれるとき
　　　　　　　（例）円山川立野観測所2.50ｍ、出石川弘原水位観測所0.60ｍ　等々

　　　　　③○○川（国県直轄河川以外）の水位が○○ｍを超過したとき
　　　　　④一時間に50ｍｍ以上の土砂振り雨が降ったとき

　　　　　　　　※一時間に50ｍｍ以上の雨が降ると、水しぶきであたり一面、白くなる。

　　　　　⑤その他、会長が必要と感じたとき


（２）大雨洪水警戒本部の設置時の各班の役割
　　　【自主防災会役員と総務情報班】

　　　　　①緊急連絡網により、自主防構成員に警戒本部の設置を連絡する。

　　　　　②災害時要援護者に対して、個別支援者を通じて警戒本部の設置を連絡する。

　　　　　③総務情報班は、集合後、テレビやインターネット等により気象情報を収集する。

　　　　　④総務情報班は、区民に注意喚起する。
　　　【水防消火班】

　　　　　①班長の指示により、区内の危険箇所や冠水常襲箇所をパトロールする。

　　　　　②異常があった場合は、本部へ連絡する。
　　　【避難誘導班】

　　　　　①災害時要援護者の所在を事前に確認をしておく。（自宅か自宅以外か）

②災害時要援護者等へ随時情報提供を行なうとともに、いつでも避難できるように事前準備をお願いしておく。（食料、常備薬等の準備を促す。）

　　　【救出救護班】

　　　　　①ボート等救助用具を直ぐに持ち出しできるよう事前準備を行う。

【給食給水班】

　　　　　①非常食など備蓄物資の点検を行なっておく。
　　　【その他の班員】

　　　　　①直接役割の無い班員は、班長の指示があるまで自宅待機とする。


（３）大雨洪水対策本部の設置
　　　　会長は、次のいずれか事項が発生した時は、自主防災組織の構成員に大雨洪水対策本部を設置することを宣言するとともに、区民に対策本部設置を周知する。
　　　　　①市が【警戒レベル３】高齢者等避難を発令したとき
　　　　　②気象台が豊岡市に土砂災害警戒情報を発表したとき
　　　　　③区内の国・県・市道等が冠水するか冠水することが予想されるとき
　　　　　④区内で要避難者が出たとき
　　　　　⑤その他、会長が必要と感じたとき

（４）大雨洪水対策本部設置時の各班の役割
　　　　大雨洪水対策本部設置時には、班ごとに次の役割を担うが、これは一つの目安に過ぎず、状況に応じて会長等の指示により班の枠を超えた支援体制を組むものとする。
　　　【自主防災会役員と総務情報班】

　　　　　①会長は、気象状況や河川水位の把握に努め、各班に指示を出し対応に当らせる。

　　　　　②班長、副班長は、会長の指示により災害対応に当る。

　　　　　③総務情報班は、災害情報を収集し、必要に応じて区民へ伝達する。

　　　　　④総務情報班は、区民の安否情報を集約し、随時会長に報告する。
　　　　　⑤総務情報班は、各班から入手した情報を整理し記録する。

　　　【避難誘導班】

　　　　　①災害時要援護者へ随時災害情報の提供を行なうとともに、状況に応じて早めの避難支援を行う。【警戒レベル３】高齢者等避難を災害時要援護者の避難支援の目安とする。
　　　　　②市の【警戒レベル４】避難指示を合図に、一定のエリアごとに区民を集団で避難させる。
　　　【給食給水班】

　　　　　①区の備蓄物資もしくは各家庭から持ち寄った食材で炊き出しを行い、災害対応従事者に対して後方支援を行う。

　　　　　②水害時の避難所における食料、飲料水、毛布などは避難者各自が持参することが原則であるが、不足が生じる場合に備えて、予め準備しておく。
　　　【水防消火班】

　　　　　①堤防の越水を防ぐため、土嚢積みを行なう。

　　　【救出救護班】

　　　　　①ボートなどにより、避難が遅れたものを救助する。


（５）災害時要援護者の避難支援
　　　①個別支援計画の策定

　　　　　災害時要援護者には、平素から複数名の個別支援者を定めておく（個別支援計画の作成）と共に、平時から災害時要援護者の体調などを把握し緊急時の個別支援の参考とする。
　　　②避難支援のタイミング

災害時要援護者の避難支援のタイミングは、市が発令する【警戒レベル３】高齢者等避難を基本とするが、【警戒レベル３】高齢者等避難が発令される前に道路が冠水する場合もあるため、道路の冠水状況等を十分把握し、【警戒レベル３】高齢者等避難の発令を待たずに避難支援を行うことも必要。
市は、【警戒レベル３】高齢者等避難発令の段階から避難所の開設を始めるため、【警戒レベル３】高齢者等避難発令を待たずに指定避難所へ避難する場合は、事前に市と調整を行う。
　　　③水平避難と垂直避難

寝たきりで介護が必要な要援護者等は、悪天時、屋外を移動させること自体が体調を悪化させる原因となる場合がある。そのことを踏まえ、一律に市の指定緊急避難場所への避難（水平避難）を優先させるのではなく、自宅若しくは事前に決めた周辺施設の２階以上への避難（垂直避難）も選択肢とする。平時から緊急時の行動について、検討する。

（６）区民の避難支援
　　　①避難の選択肢を持つ
　　　　　避難とは、“難”を“避”けること。したがって、市が設置する指定緊急避難場所へ行くことだけが避難ではない。自宅が２階建て以上で、防災マップでの災害想定が２階まで浸水しないのであれば、自宅２階以上で過ごすことも避難である。
また、台風や大雨など災害が予想される場合に、安全な親戚・友人宅やホテル等へ事前に避難するなどの選択肢を用意しておくことも重要。
　　　②区民の避難支援のタイミング
　　　　　市が発令する【警戒レベル４】避難指示を基本とするが、【警戒レベル４】避難指示が発令される前に道路が冠水する場合もあるため、道路の冠水状況等を十分把握し、【警戒レベル４】避難指示を待たずに避難支援することも必要。

資料３





ポイント


震度５弱で、自動的に地震災害警戒本部を設置


まずは、災害時要援護者の安否確認を





ポイント


震度５強以上で自動的に災害対策本部を設置


各班は、事前に取り決められた役割を遂行する


避難誘導班は、救助活動等は他班に委ねて区民全体の安否確認を優先し、被害状況の全容を掴み本部へ連絡する


　　⇒本部は、全容を掴むことにより効率的な人員の配置を行う








ポイント


震度６弱になると木造の全壊住宅が発生（少数）


震度６強以上で全壊住宅が急増





ポイント


火災防止のため、家を離れる前には必ずガスの元栓を締め、電気のプレーカを落とす





ポイント


市では津波は地震発生から、10分で第一波が到達すると想定している。気象庁が発表する津波情報は地震発生から約３分を目標に発表されるため、警報が発表された場合、ただちに高台へ避難する。


【情報収集方法】


防災行政無線は津波警報、大津波警報が発表された場合屋外拡声器と屋内戸別受信機で最大音量放送をされる。


とよおか防災ネット(登録制メール)、ひょうご防災ネット(スマートフォンアプリ)に登録すると、津波情報発表後防災行政無線より早く通知される。


その他、テレビ、ラジオ、その他防災アプリでも情報収集ができる。情報収取を複数持っておくことが重要となる。





ポイント


津波注意報で海岸から退避、津波警報以上で高台へ避難する


ただし、気象台からの津波情報には一定の時間がかかるため、


強い揺れ、長い揺れがあれは、行政の情報を待たずに高台へ避難





ポイント


海岸部における地震後の救助活動は、まずは自らが高台に避難して、津波の危険性がないことを確認してから被災地に戻り救助を行う





ポイント


市からの避難情報は、本流の水位の上昇度合いを目安に、堤防の決壊の危険性を知らせるもの。したがって、内水の上昇には対応できない場合がある。避難所への避難は、市の避難情報よりも、地域の道路の冠水状況等を優先して判断することが必要。道路が冠水してからの避難は危険。





ポイント


一定の基準を設けて警戒本部を設置する。警戒本部は、災害対応の準備段階として設置する。








ポイント


警戒本部体制では、役割の無い班員も自宅へ待機して出動準備する





ポイント


班割りは一つの目安。必要に応じて会長等の指示により相互支援を行う





ポイント


要援護者は、災害により被災する危険性と、悪天時に移動し命が脅かされる危険性をあわせ持つ。どちらがより災害リスクが高いかを判断し、自宅等の２階以上への避難も選択肢とする。





ポイント


避難は、“難”を“避”けることである。市の指定緊急避難場所へ行くことだけが避難ではない。


自宅２階が安全であれば、２階へ避難、安全な親戚、友人宅、ホテルや旅館も選択肢として持っておく。


避難するにあたって、想定していた避難場所に避難できなくなった場合どうするか、複数の選択肢を用意しておくことが重要。
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